
第 2号・様式 (1)一①

(単体発注・事後審査■)

那覇港管理組合一般競争入礼公告第40号

地方自治法 (昭不ヨ22年法律第67号)第倉34条第 1項の規定に、上り、 卜般競争入本色 (以下「入札Jと いう。)
を次のとおり実施するを

令和7年 3月 29日

1 入本とにイヽ博 ~る 1事項

郵鞘港管理糸h合管瑚者 三城

(1) 業 名務 那覇港現場捜獅業務奏
~F‐

(R7-3)

(2) 履 行 場 所 那覇港全域

(3) 業 務 内 容 謝
`期

港におけるII事の現場技術業務参託

(4) 帳 行 期 間 契約締結 日の翌日から令和8年 3月 3:調 蕉で

(5) 設 計 金 額 14,2891000とl (税込)

(6) 資 格 審 査 方 法 事後審査型 ※本業務 |ま、競争参熟査格の審査を入本と執行後に行うぅ

(7) 最 l氏 制 限 価 格

本入札案件は、最低繊限祖格が設定さねノているため、最低制限価格未満の人札者は

落札者となることができないc
※「郎義港管理組合が発注する驚設工事等 t五係る最低制跛価格取扱要領」
(httl⊃ s://nahapoす と̀ど p/心 usttness/【‐ontra(]t/)

(8) 適 用 す る 技 術 者 華 価
令千‖7年 3月 設計業務

委託等技,障者単価

※本業務の予定価格はオ記に示す設計業務奏託等技術舌単価

を適用して積算 しており、人本と参力H狩は同単極を適用して見

積 りを行い入
=と

すること.

(9)

そ の 他 適 用 の 赤 る

法 令 、 制 度 等

(※本案件は、右表のう

ち、⑬臓βを付 した制度等lア )

適用がある。 )

議会議決

本業務は、議会分議決に付すべき契約及び財産π〕取得又は処分
に関する条例第 2条の規定 tこ基づき、議会の同意の議決を要す
るため、落札決定後態仮契約を締結 こ_´、議会の同意の議決を経

て越知 したときtこ本契約となる。

準備手続き
(予算成立前)

本手続きは、次年度当初 (補正)予算成立を前提とした年度開
始 (予算成立)前からの準備手続きであり、予算成立後に知カ
を生じる事業である。従つて、議会において当初 (補正)予算
案が否決された場合′ま、契約を編常 tマ′ない。また、次年度当初
修講正)予算成立後においても、鋼に文出金に係る交付申議等
の手続きの関係 ri、 入札を延理する場合が左)る。

準備手続き

(交付決定竜1)

本手続き:ま、国庫支出金に係る予算使用を前撮とした事苗準備

手続きであり、交付決定後に功力を生じる事業である。従っ

て、交|:^母ヨ詰等の手続きの関係 と、入本とを難理する場合があ

る。

準備手続き

(繰越承詰前)

本手続きtま、議会における隷越ホ認を前提とした事前準備手続

きであり、議会承認後に効力を生じる事業である。従つて、議

会において本業務に係る予算の繰越承認が否決さ章R′た場合は、

入本とを延期叉難中とすることがある。また、予算の繰越承認後

においても、剛章文基金に係る農越 (翌債)手続きの関係上、
入札を延期する場合がある.

債務負すLオチ為業務
本業務とま、償務負担打為,こ係る契約の特貝1の適用を受ける業務
である。
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2 入札参デJ目資驀
次 |こ定める要件をすべて満たと/ている有資格業章であること。

業
務
実
績

(1) 種   区 土木関係コンサルタント

】L期港管理組合の漂」量。建設コンす′サタント等業登録業
者ネ締において、左記の今録を有するもの。

(2) 入札参方H資終布簿華録年 令和6'7年度

(3) 録  業
港湾及び空港   かつ

施工計画施二設備及び嶺算

(4) 地方白治法施行今嘉167条の1の規定に該半しない者であること。

)( 5 人IL日 から当該姿託の本社決定日までの間において、鶏
`鶏

港管理組合の情名停止措置を受,|ていないことっ

(6)
会社更生法に基づき更生手続き開始の申立てが殺されている者又は民事再生法ここ基づき再生手続き開始の申立

てがなさま,ている精 (手続き開始の決定後、人本L参力瀾査格の再認定を受 :ど ている者を除くと)ではないこと|.

(7)
警慕当局から、養力団員が実質約|こ緯首を支妃する建設業者叉iまこれに準ずるものとして、那覇港管理率「合養

注工事等からの蓼

'除

要諦があり、当該状疵が継続している音でないことっ

(3)

入札に参力日しようとサ
｀
る者の問に以下の基準のいずれかξこ該導する関係がないことa

なお、以 卜
‐
の関係がある場合〔こ、詳選する苛を決めるため:こ当事者間で連絡を敢ることは、】卜覇港管理組合鋭←

葵絢入本と心科第 3条第 2項の規定に抵姓するものではない。

ア 資本調裸
次めいずれかに該当する■者の場合.

(a)子会社等 (会社法 (平成 17年泳律第36号 )第 里条第 3Bの 2に規定する子会社等をいうθ以 ド珂じ④
と親会社等 (コ条第 4号の 2に規定する親会社等をいう。以下同じ。)の関係にある場合
(b)胡会社等を用じくする子会社等同士の渕係 tこある場合

イ 人的関係
次のい
▼

'本

れかここ該当する=者
の場合。ただし、そa)について,ま、会社等 (会社法施看規員と(平成13年法務

省今第18お )第 2条第 3項第 2号 に規定する会社等をいうし以 下同じ.)の ・方が民事再生法 (平成■年
法律第225号)第 2条第 4号に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社 (会社更生法 (平成 14年
法律第154サ)第 2粂第 7項 :こ規定する更生会社をいうG)である場合を除くむ

(a)一方の会社等の投員 (会社法施行規貝J第 2条第 9項嘉 3号 |こ規定する殺員のうち、次ここ掲tずる者を
いうし以 ド同じゥ)が、他方の会社等の役員を班に兼ねている場合

1〕 株式会社の取締役。ただとン、次とこ掲げる者を除く。

①会社法第2条第11号 の2に規定する後査等委員会設灘会社における監査等委員である取締殺

②会社法第 2条第12号に規定する指ネ委員会等設置会社におとする取締役

③会社法第 2条弟R5号^に規定する社外取締役

④会社法第348条第 1項に規定する定款に昇|1段の定めがある場合により業務を執行とィないことと
されメている取締役

2)会社法第40之条に規定する補ネ委員会等設置会社の執行役
3)会社法第575条第 1項に規荘する持分会社 (合名会社、合資会社又は今厠会社をいう。)の社員
(同法第590条第 1項に規定する定款に別段の定めがある1場合により業務を執行しないこととさオ1,

ている社員を鍮く。)

4)組合の理事
5)その他業務を執行する著であつて、 1)み らヽ4)までtこ掲げる者に準ずる者

(も,一方の会社等の殺員が、地方の会社等の民事再生法壽64条第2項又:ミ会社更生法第6了条第 1項の規定に
より選任さ濠,た管財人 〔以 下革とこ管財入というっ)を現:こ兼ねている場合

(c)1方の会社等の管財入が、他方の会社等の管財入を現に兼iaている場合

ウ その他の人本との適正さが隠害されると認めらオlyる場合
組合 (共 i樹企業体を含tr.)と その村政員が ll―の入札に参加している場合その他 L記ア又はイと同視
と/う る資本関係又は人的FttH係があると認められる場合。

(9, 地 域 要 件
那朝‖f、 浦添煮f、 糸鵜市、豊見城‖f、 前城難f、 前風原町、人重狼町、与雰お原町

‐
、宜野湾

市＼凶原町由に本店があること。

対 象 期 間
自 平成

=7年
4月 上川 左記の期麗為に下記の対象業務を請負い、完成。引渋 じが

完 rと/た業務実績を有すること。至  令下H7年 9月 12日

対 象 委 託
国

務

`県・爾町村・ 嗣冷体で橋成 されたXΠ 含等が発注 L_ンた上本一式工手の現錫技術薬

(10)
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(11)

配
世

予
定
技
術
者

拳箭 考

次とこ掲 :デる要件を満たす管逃技:抒者及ひ桓粥技術者を当該業務建鯉置することができ

ることG

(ア )下記に揚げるいずれかの資格を有すること.
③技術士 (総合技術監即部Fl i建設碧

`瑚

科国)又は (建設判
`llll)の一級土本施工管理技上

③RC嚇又tiRCCMと 同等の能力を有する者 (技術■部門澄同様の住設部F4に限る)
④発注者がと記①～③と悧等で麦)る と認めた者

(イ )(10):こ揚,デる業務実紋を1件以上有していること

(12) 取 抜 イナ 案 件

以下の業務を落本とした者 tま k本業務の落本と者となるこ溢iまできない。
予該当無 と/

3 設計図書等の駆有、質問及び阿容

4 費格穣認 lll諦許等の提出

設 計 図 書 等 の 配 布

期 Fェ甘写 義 令和7年 8月 a9日 (金) 埜 令和7年 9月 12厨  瞼 )

肥  布  方  法 那覇港管理索連合ホームページ,こて配有するぅ (htps://nahaporと ,jp/)

配 布 場 所 。

問 い 合 せ 先

部覇市通堂町 2番 1号  引磐
那窃港管理組合 総務部 総務課 財務班
電話 098-86経0585

質 問 ・ 回 答 期 間 等

(1)八札・契約手
続 1こ 関→

‐
ること

那等市通常Hl・ 2番 1号  3増
那覇港管辿林h合 総務郡 総務課 財務班
電言き 093-368-2535   FAX 093-3632629

(2'上 記 (1)以 外
に 関 す る こ と

那覇市通圭l町 2番 1号  9階
那薪港管理組合 全雨建設部 計lh尊設諜
目三言行  098-868-0386

提 出 期 間
曲 令不
"7年
8月 29籐  (金)  ‐―  至 令オ世7年 9月 10露  (水 )

と記期間の土爵及び視輝を除く毎日、 9時から17時まで.

提 出 場 所 上譴 (1)に 同じ。

提 出 方 法 電送 (mx又 はメー′'17(30umuと lyusatsuOnaliaport jぃ))叉 :ま持参

回 答 方 法
那鶏港管理組合ホームページ (httpぉ ://nahapor`t,jp/)及 び上記 (1)に
おいて、以下の嬢閥、閲覧ここ供するc

回 答 報 間
口容 日かtp  令和7年 9月 17臣 (水)  ま‐ぐ
と記期間の上脚及び祝 用を除く毎日、 9時から17時まで。

贄 格 確 認 疇1諦 書

本競争の参珈希1望者は、次の書類を期限内に提出することc

なお、期限までに提出がない場合、i本競争に参射することができないど

提 出 書 類
①一般競争入札参カロ資格確認申請督 (第 3号 |ま式)
②返信用☆鈍 く入札結果述撫1用 (110円 勢手目i付))

提 出 期 閥
白 令イ「7年じ月29日 (全 ) 至 令和7年 9月 12日 (金 )
上記報間の上爾及び祝 日を除く毎 日、 9時から16時まで6

提  出  場  瞬デl
那覇市通堂町 2番 玉号 3階
那朝港管理組合 総務喜; 総務諜 財務班
瞑三言活  098-868-258る

提 出 方 法 持参叉は郵送 (殻書雷もしくは鶴易書留 )
提  出 部  数 1,争

`
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5 入札手続き等

入  札  報  日  等

入  本と 方  法

i本業務は、紙入礼 tこ より実施する.
入札普等は、あらかじめ補定する日に再と遊されるように (「朧達 日:旨

荘郎便」)、 「 ^般書宙1又は「簡易書雷どのいず浄′かの方法により到
`送することc持参や苦通郵I更等で提出された場合、無勤とする。

提  出 書  類 ①,入
本と書

③業務費ぬ訳書
配 達 指 定 日

( 入́ |と 磨 〕 令熟7年 9月 17ヨ  (本 )

宛 ブこ

〒900-O03る   那覇市通堂坪 2番 1号
那覇港管理細合 総務部 総務課 財務班
電話番 号・ 098-868-2585

人 本し書 に 記 載
す  る 金  額

落札決定にあたつては、人札幕に記載さを1.た金額 iこ当該金額の100分の

とCに′l日当する額を力EI算 と/た金額 (当該全顎にと到―、満の端数があるとき

,ま、その端数全額を勢り捨てた金額)を もつて暮札価格とするので、人
札者は、消費税及び通方消費税 |こ係る課税事業者であるか負税事業者で

あるかと問わず、見積もつた契約希望金額ジ)‖ 0分の100に相当する金額

を入
=と

書に記載することっ

入 本とに 関
‐
す る

注  意  事  項

ア 入
=し

書のくじの数学 (任意の数宇 3桁)は、 lⅢl額くじll選が発生 t/
た場合 tこ伎胤するため、必ず記入することc

イ 配走指定 日以外の 日:こ届いた入札普及び業務内訳書とよ、受理 tンな

↓ヽ。

ウ 入札普の 日付 t求、開
=と

輝を記入すること.

業 務 費 内 訳 書
の   提   出

ア 弟 k巨1日 の人札に際とン、入札書に記載さぷ′心人札金額に対応 した業務

費内訳普 (様式自・ll)を提出することc
イ 業務費内訳書には、作成年月日、項目、員数、半綱及び金額を明ら

かにと/、 繭号又は
グ
r・称並びに住膚を記載すること。

夕 業務費内訳帯に,ま、代表帝砕を押騨することc
工 管理者 (これらのなの補を力者を含むc)|す、提出された業務費内訳
書について説朝を求めることfがあるど

入 札 の 無 城
本公告に示 した競争参方に質格のない者の tンた人札、資格確認塔1講書等に辻偽の記載をとンた

者のと_´た入札及び入札に関する条件 :こ違反 t_′た入札は、無勃とするc

入 札 の 辞 退 等

資答確認申請書の提出後、碧子合により入札を群遺する場合は、開札田時までに入札辞退屈

を提出すること。
また、碁本と決定までの間に色の業務を落札 t_´たことにより朧置予定技術者を本業務 t二西ユ置

することfができなくなったとfき
`ま

、直ちに縁告することど当該報告がなく、本入札の手続き

が落札澁定まで全ぅた場合、補峯禅 上措置要領とこえづく指名停 止を行うことがある.

て の 他

ア 落札俵補者がいない場合tミ開札後直ちここ再度入本とをオ,う ので、再度人札にも参加する

場合は、靱札時Jほから立ち会 うこと。縛度の露本と等とこ立ち会わない参加者は書度入

札を辞迷したものとみなし、再度人札への参力Hを認めないど

イ 代難人が入札する場合は、入札を行 つ際に委任状及び自己の
=「

鑑を対参すること。

,姿任状に|ま、業務名を記入することっ
工 春度入札参力「者又はキ度入札参加者 (′

'う代丁±世入!攻、当該入札に対する他の再度入札参

加者の代理をすることはできない。
オ 喜夏入札は、 1回のみをする。

開     |し      翔 呵 令下H7年9月 13日   (木)  :0:OO ※人札書の日付

開   札   場 所
|

那覇港替選燕1台 2磐大会議室
＼人札荘は、開本とに立ち会うことができる (再Ⅲ入札に参方にする場合 |ま、開札時点から

立ち会 うこと)c

6 Fフ r月本L
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7 資格確認資料の提鶏と競争参加資務の審査

落 札 侯 補 者 の 濃 定
及 び 事 後 審 査 の 実 施

開本と後、藩札者の決定を鰈留 t_′、予定価格の範囲内で有効な最低の価格をもつて入札を

行,っ た者 (以 ド「落本と鉄ネH子者どとをヽう。)ん らヽ順に競争参方博登格 l′ア〉審4を行うご落本と鉄補者
は、期限までに資格確認申請書等を提出しない場合ミ競争参力層資格がないものなする.

なお、幕本と儀捕考 |ま上位から,策ここ3者 (上位の者と同額の考が複数いる場合|まこの眼りで
1■ないc)を決定 tマィ資格確認資料を求めるが、適格者が確認できた時サくで、次順位以降の者
の競争参力H登揺の審査は行わないものとする。

ia色    夕〔博    :ョ 令和7年 9月 18爾 (本):7:OQ 表で (予定):二対象業者あて通知する.

提 出 期 眼 令不踊7年 9月 22日 (月 )15:00 まで

提 出 き 類
O西と難千定技術考の資格等 (様式 1)

②業務実績 (株式 2)

⑥資格確認申講書 t第 3号様式)の資粋確認の各項爵に記載t´た必要書類

提  出  部  教 1帝焉

提 出 方 法 球則k持参

提   出  先
〒90()-0035  再h薪 市通監MI・ 2香 1号

郵覇港管理組合 総務部 総務課 財務班
電話番 零

‐ 098-8632535

競 争 参 加 資 格 の 確 認

競争参カド査格の確認は、開札後、中講書等の提盤期限の目をもつて行 うものとし、その結

果は以下の癬までに書面ここより過知するっ

今和7年 9月 E4日 (水)(〒テ定)

なお、幕札侯補者について競争参力H資格が確認され適格著であることが確認できた場合

ユま、審札者決定通矢口をもつて資格確認結果の通知に代iる ものとする。

藩 札 著 の 決 定 方 法
事後審4の結果、落札候補者が競争参翔資格を満たしていると確認した場合は、当該本札
侯補者を藩札者とする。また、その結果は、企入札参力「者に通知する.

競争参方職査格がないた認め

られた者がそ lノ )理由に対 し

て 不 報 が あ る 場 合

競争参勾H資格がないと認められ′た者 :まゝ招
テ即章 tこ対と/て競争参凱資格がないと認められ,た

理 ,・ lここついて説凋を求めることができる。
管理考は説明を求めふね/た とときは、苦情を申し立て薪眼の翌層かとJ起算して5日 以内 (体

騨を除く)に説明を求めた者に対し、書面により園答する.

提 出 期 限
競争参力H資格確認結果の進無を行つた日の翌日から起算とフて5日 以内

(休 瞬を除く)とする。

提   出  先 労ヽ薯巷管理組合 総務部 総務諜 財務班

提 出 方 法
書面 (様式白曲)を持参することり現:送又 1ま竜送 (メ ールやFAX)イこよ
るもの1な受 ,す付 T,ない。

本 入́ 札  に 係
資 科 の よlt 扱

る

予ヽ

ア 資格確認申議書等の作成及び提出に係る費えは、提出者の負担とする。

イ 契約‡1当者は、提中lされた資帯確認申講嘗等について、競争参加資格の確認以外に

裾出帝に無断で使用とンない。

ウ 提‖→された資格確認申講書等は、返却 しない。
工 提出期限ぬここ磯り、資格確認申議書等の修正、たし誉え、迄翔、再提出を認めるど

オ 握計1却]限を過ぎた場合、資苓確認申譜普等は受け付けない.
力 資務確認申詩書年の受即後、書類内容を審本 tィ、書類の記載婦孝R′や添付漏オR′等が

あつた場合ユ■競争参加資幣無 t_´となり、藩札者となることはできない。

キ 査格確認申議書等に虚偽の記載をした場合、指名停止帯世要領 tこ基づく指名俸止

をそ予うことがある。
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3 入札保証金及な契約保証金

9 t,夢

入 本と 保 証 金

人札保証企の金額等 iミ、現金又は管手甲イが確実と認める有価証券等をもつて見積る契約金

額の生OO分のる以 とを納 1ヽ1-|~る ものとする。ただし、次のいずれかに該当する場合オま、入本と伴

証金の納付を免除する。
ア 保 1食会社との問に組合を綾休 1食者とする入

=と

択証保 1食契約を締結 したをき。

イ 野 (独立行政法人含む。】又 tよ地方公共割体とその種類及び規模をほぼ同じくする契
約を締結 した実績を有 し、これらのうち逢去 2歯年の間 t二履行期限のお1共 t.′た二以 との

契約を全て試実に履行 した考ど

なお^次の者は入札に関する条件に違反 したものをして、その入
=と

を無幾とする。

(1)報眼iでここ人札保証金の津
'‖

付、若 と/く tま納付 ,こ代わる上記ア、イのいずオ1,かに係る

書類の提出のない者

(2)人札保証金の金顎等が生譴工〉条件に満たない場合

(もユ入札保証金等の納付等に係る書類に不備がれ)つた場合
また、 ^度提出さ章1,た 入札保証金の羊

'J付

等の変更はできないものとす心c

/入本と保証金を免除した落札者が契約を結ばない場合、損害賠償金として、人本と金額に
消費税及び地方消費税を力Hえた額の100分の心を那覇港舌速組合に細付しなけれイぜならな
ハヽ
.

※イ tと より入札保誕金の免除を受 |す る場合は、様式 「地方公共同体等契約状況確認」を

提出→
~る
こと.

提 出 期 限 令不要7年 9月 16爾  (火)17:00 まで

提 出 先

〒99併0035  謝;薪市通章町 2番 1孝
那覇港管理群合 総務部 総務課 財務班
電話器 を 09静86静ε585

入 札 保 証 企

(現 金 納 付 )
提 出 方 法

ア 「入札保れ1命納付普発行依頼書」を持参すること
※要事前連絡
イ 翠合が発行する納入通鋒I彗により金融機関で保証全を

継付し、鎮収書 (写)を上記期限までに提 .I,す るこ
レ

入札保証祭険証券・入

札保証書・地方公共団
体等契約状況盛認資オヽ|

提 出 方 法
持参又は翻

`送
(匹こ芝が確認できる方法にて送付するこ

と)

保 険 期 間

保 証 期 閥
開本と日から£か質とすると

有 価 証 券 等
受入日時 ,受 入方法等の調整があるので、事前tこ上記担当諜まで連絡
―
すること。

契 約 保 証 金 丸除 (那瑶蓉管理社合契約規兇1第 4条第 1項弟 9号イによる)

落札決定後、テタジス等により配赳予定技術4の実績に関する進反ザ)事実等が確認された
合、契約を結 tヾないことがある。
なお、病気・死亡 。選職等の場合でやむを得ないとと/て承認され′た場合のタトは、資格確認

申請書等のキ瞥た|ま認められない。

病気等の特別な理由によりやむを得ず配世千定技術者を変更する場合は、 2に掲げる基準
を満たし、かつ当初の朧置予定技術者と同等以 上の者を建置しなければならないっ

置 予 定 技 術

確

適用なし金 払

払分

払   条
適用左)り

く那朝港管子甲組合契約規長主第41条の規定回数の範腑内

本業務に係る契約 tま、落札者の汲定後、7瀾 以内に締結するっただし、哲理者が特に指示
とノたときはこの昧りで|まない。

約 締 結 時

本業務の契約締結後、本業泌の業務委託料を変更協議するf場合及び本業務と関連する業務
を本業務受注帝と随意契約する場合、変更協議叉は関連する業務の予定′lとl格の算定は、本業
¢請負比率 (当初契約額■当初設計顎)を変更業務価格または関連業務の設計顎に乗じた
で1,う 。

魚 代 金 等 の 変

者

事

カ

守

参し
連

士
↑入

の

入札参雄者は、那覇港管理細合競争入札心得、土木設計業務等奏託契約普及び仕様書を熱

説し、これを蓮守することど
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